平成26（2014）年度 　 事　　業　　計　　画
はじめに
　東日本大震災から3年、被災地ではいまだに復興へ道筋が見えない多くの課題が残され支援の継続が期待され、地元福山市でも津波ハザードマップが示され、災害に向けた準備が求められている。
昨年4月に施行された「障害者総合支援法」をはじめ「障害者虐待防止法」、「障害者差別解消法」、「公職選挙法改正」、「障害者優先調達推進法」など「すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」(障害者基本法)に基づいた、地域生活において支援を必要とする障がい者の共生社会構築に向けた様々な法の整備や施策が着々と進められている。

創樹会としても、地域生活への取り組みや社会啓発を進めるためにこれらを検証し、「安全・安心」を基軸にした防災意識の育成と災害発生時の減災に向け準備しなければならない。
特に、懸案である、新会計基準への移行前年を迎え、法人事務局の機能改善・強化を第一義として、外部監査や第三者評価の導入を行い、事業の透明化を図る。また、急務となっている、水呑町白萩での高齢となった利用者の安住の居(ケアホーム)の新設。老朽化したさわらびの改築移転に向けた企画を前進させるとともに就労支援事業の拡大・充実、児童発達支援や放課後等デイサービス事業、日中一時支援事業等在宅児童の療育の充実(幼児と児童の部を分離)をあわせた多機能型事業の展開、鞆の津ミュージアムの福祉事業化への検証、地域生活を維持している人たちの高年齢化や病身で就労の難しくなった人たちの人生を見据えた生活介護事業やケアホームの増設に向け情報の収拾や事業展開を行う。
また、福山市社会福祉協議会の基幹相談支援事業クローバーへの職員出向派遣も引き続き行い、法人内全事業所にも相談支援体制を組み込むことにより、障がいのある人の人生に関わる重要な相談部門の強化にあたる。
「障害者虐待防止法」「障害者差別解消法」の施行を受け、人権擁護や人権侵害の発生防止に向けた様々な研修機会を設けるとともに、昇給・昇格の公平性、60歳定年後の継続雇用を実現するなど職員の就労意欲の高揚を醸成する。

本年度も、「障がいのある人たちの人生を支える」を旨とした「嬉しいサービス」提供事業体として法人関係者が一丸となって精進することとする。

重点事項
1 　新会計基準への移行を前に、法人事務局を強化する。
2 　新会計基準への移行に向け、事務職員の研修と会計機器の更新、充実を図るとともに、卸町エリアに事務部門の分室を置くことによって就労部門さくら(鞆の津Caféを含む)と療育部門、ホームヘルプ部門の経理を統合強化する。
3 　近い将来の各事業の独立採算制の導入に向けて環境整備に着手し、法人力の強化を図る。

4 　法人運営を透明強化するために、外部監査の受け入れや第三者評価を取り入れる。

5 　利用者数の増加によって、日中活動や入浴支援、排せつ支援への対応が苦慮される、さわらびの改築移転が急務となっているため、白萩の隣接地での移転改築を進める。
6 　年齢を重ね、癌などの発症や摘出手術を受けた人が多くなったため、障がいのある人たちのターミナルを見つめた支援が必要とされる。
イ　障がいのある人たちの終末を見つめ、穏やかな人生が提供できる機能を持つために特別委員会を構成し研鑽と計画を進めることとする。（「ケアホーム等設置特別委員会」）又、立地等の条件が整い次第、設置に向けて進むこととする。

ロ　高齢者対応のケアホーム開設
３０年余の働きから高齢になった人たちの新たな生活を支えるため終の棲家を準備する。また、ホーム利用者が気楽に集い、余暇の善用に向け、コミュニティサロン・フレンズハウスを中心に、一人ひとりの「生き方」を検証する。

ハ　就労継続Ｂ型事業所さくら(卸町)利用者の中の高齢や病身の人たちに向け生活介護を併せ持った多機能型事業所を充実し、緩やかな働きを取り入れることにより日常の「働き」を一考する。
7 　就労継続B型事業所さくらの工賃倍増計画への新たな取り組みを研究・検討するとともに鞆の津ミュージアム＋Cafeの「鞆の津生キャラメル」の販売再開、新メニューの開発などを行う。併せて、近隣住民や観光客の憩いの場として提供する。
8 　鞆の津ミュージアムの事業を本来目的である障がいのある人たちの作品発表や制作の場として機能させるとともに、アウトサイダー・アートのミュージアムとして活発に事業展開し、開館期間の拡大に向け他分野の作品発表の場としても活用する。
9 　障がい児施設の新たな機能として児童発達支援事業「すてっぷ」、放課後等デイサービス事業「ONE-すてっぷ」、日中一時支援事業「福山六方学園あさか」を幼児の部と学齢児の部に分離独立させ、より細やかな療育体制を確保する。　
10 　基幹相談支援センター(クローバー)に常駐スタッフを出向派遣させるとともに、障がい児等療育支援事業「地域療育支援センターあしすと」、一般相談支援事業・特定相談支援事業・障がい児相談支援事業「相談支援センター風ぐるま」を卸町に置き相談支援体制を確立させ、全事業所に相談機能を備え、増加する各種相談に応じる体制を整備する。（「相談支援事業特別委員会」）また、卸町に併設している居宅介護事業・行動援護事業・移動支援事業「ヘルパーステーションあしすと」を強化し、地域生活支援へのサービス提供を充実する。
11 　児童の中に被虐待の子どもや小児の動きに触発され他害に走る子どもがいるため、壁面を立ち上げ生活の分離を図ったところ良好な効果が生まれた。今後も中軽度児童の利用が30%程度になると予測されることから、小規模グループケアへの道を模索し、安定した生活が送れるよう環境を整備する。また、支援技術の向上と家庭の課題にも目を向ける。

12 　年間を通じて食中毒やノロウィルスなどの感染性胃腸炎、インフルエンザなどウィルス性の感染症が多発することから、感染予防・消毒・消臭の対策としてオゾン発生器などの増設を検討する。
13 　栄養ケアマネジメントをあゆみ苑で実施しているが、児童園のマネジメントも始める。特に、児童の栄養マネジメントは県下でも例がないので模索が続くだろう。

14 　将来的には、あゆみ苑など法人内施設・事業所の給食も自前で出来るようセントラルキッチンなど新しい方法を模索・検討する。

15 　社会福祉法人の使命である社会貢献事業に積極的に取り組む。
すでに　
○　とっておきの芸術祭inふくやま事務局
○　水呑ボランティアの会との合同での子どもの遊びの場づくり　
○　福山手をつなぐ育成会への理事派遣　
○ 「鞆の津ミュージアム」の活用・運営
○ 「鞆の津ミュージアム＋Café」の運営　
などがあるが、配食サービスなど新たな社会貢献を組み立てたい。

16 　成年後見制度の導入を進めるなか、家族間の課題も多く、第三者による後見も進まない状態にある。法人後見などの利用も考える必要がある。

17 　職員の支援技術や就労技術を高めるとともに60歳定年後の継続雇用を実現するなど、モチベーションの向上と労災事故防止に努める。
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